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2005 年 12 月 2 日

障害者自立支援法についてのグループホーム学会の意見

　障害者自立支援法が成立し、同法に係る政・省令等により今後の具体的方向が示されよ

うとしているなか、グループホームとケアホーム（以下、グループホーム等とします）の

更なる充実・発展のため、「障害のある人と援助者でつくる日本グループホーム学会」の

意見を申し上げます。

（１）グループホーム等の規模・立地等について

　グループホーム等の規模・立地等については、社会保障審議会障害者部会の資料による

と、グループホーム等の規模の問題、入所施設や病院の敷地内のグループホーム等につい

て、事業者が利用者等に資金を求めてグループホーム等を新築することの３点について慎

重にすべきという意見と必要性があるとの意見双方を並べています。その点についてのグ

ループホーム学会の見解は以下の通りです。

①グループホーム等の規模について

　現在のグループホームのほとんどが４人から５人の規模となっています。これは長年の

経験から一人一人の希望に添いながらグループで暮らす上でもっとも適切な規模として多

くのホームが選んだ規模であり、また、現実に建物を確保する上でこれが上限であった結

果です。新体系においても４から５名のホームを中心に考えるべきです。

　厚労省案では、介護が必要な重度の障害者にも対応すること、バックアップ施設等に運

営を頼るのではなく、自立した仕組みを打ち出したことは高く評価しています。しかし、

その実現のために大規模化し入居者の暮らしの質が下がることは絶対に避けなければなり

ません。

　入居者一人一人が自分の暮らしを実現するためには、グループホームは小規模であるこ

とがとても重要です。グループホームで大切にしなければならないことは、管理された生

活ではなく、自分で、または自分たちで決める暮らしです。どういう順番でお風呂に入る

か、献立をどうするかなど、話しあって決めます。このように、自分たちのことを自分た

ちで決めるには規模が大きく影響し、４～５人が適切です。

グループホームの規模を考えるとき、暮らしという視点からの暮らしやすい規模と、介

護、援助に係る費用という視点からの効率の良い規模があり、それは一致しないと思われ

ます。しかし、介護の効率性を中心に考えてきた結果、大規模施設が生まれてきたという

歴史があり、再びその過ちを繰り返すことは許されません。暮らしという視点からの適正

な規模を前提に、そこでの効率的な介護や援助の仕組みを考えるべきではないでしょう

か。

　社宅等の活用のため、大規模な（２０名程度の）ホームまで認めるべきとの意見も紹介
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されていますが、社宅等を活用するとしても、私たちは１ユニットは５人、一つの建物に

２ユニットが上限ではないかと思います。通勤寮や援護寮に関しては、２０名規模のグル

ープホームと衣替えするとしても、定員４～５名のグループホームの集合体となるよう軽

微な修繕を行い、しかも、この措置は整備後１０年間という暫定的なものにすべきです。

②入所施設や病院の敷地内のグループホーム等について

　入所施設からの地域移行、精神病院の社会的入院の解消のために大きな役割がグループ

ホームやケアホームには期待されています。私たちは、「まちの中にあるのがグループホ

ーム」だと考えています。精神病院の敷地内に「グループホーム」を作ったり、病棟を転

用したものを「グループホーム」と呼べるのでしょうか。それをもって社会的入院の解消

といえるのでしょうか。地域の人たちは、病院の敷地内にある「グループホーム」の入居

者を自分の隣人と思うでしょうか。入所施設の敷地内に「グループホーム」を新築して、

地域移行と言えるのでしょうか。施設を出て、地域で暮らしたいという障害者の願いはこ

れで実現したといえるのでしょうか。住んでいる人も援助者も建物もそのままで、名前が

グループホームに変わったからと言って、地域移行したと私たちは考えません。施設や病

院の敷地内にグループホーム・ケアホームを設置すべきではありません。

③事業者が利用者等に資金を求めてグループホーム等を新築すること

　利用者や家族がお金を出し合い、グループホームを新築することを否定しませんが、そ

の場合、きちんとしたルールを決めておく必要があります。資金を拠出することと、その

家で生活することを分離しておくことが必要です。拠出した金額に応じて家賃収入を受け

取るという関係で整理すべきと思います。

（２）身体障害者に係るグループホームについて

　部会資料では、身体障害者に係るグループホームについても、慎重にすべきという意見

と必要性があるとの意見を並べています。

　グループホーム等が必要かどうかは個人個人によるものであり、障害の種別によって異

なるわけではありません。主にグループホーム等を必要としている身体障害者は軽度や中

度の知的障害、精神障害等を重複している人たちと思われます。しかし、２０歳を過ぎて

から外傷などにより身体障害と知的障害をもつようになった場合は、現在の制度では知的

障害者とはならず、制度上は身体障害のみとなる場合が多くあります。実際に重複する障

害があっても、身体障害手帳しかもっていない（もてない）場合も多くあります。このよ

うな事情もふまえて３障害共通のサービスとすべきです。

　又、長く療護施設等に入所していた場合や、社会的経験の機会を奪われてきた人たちが、

地域での暮らしを始める場合、グループホームという住まいは大変有効です。グループホ

ーム等での暮らしを希望する身体障害者の選択肢を奪うべきではありません。

　しかし、必要があるとの意見の中の、極めて重度の障害者に対して、効率的な処遇がで



- 3 -

きるということでグループホーム等が必要とする立場には、私たちは反対です。効率的な

処遇のために集団化するという発想は大変危険です。私たちはあくまでも、グループホー

ムの生活を希望する身体障害者が、その希望を実現するための制度とすべきであると考え

ます。

（３）日払い制について

　グループホーム等に関しても現在の月払いから日払いに変更するよう検討しているとの

ことですが、通所の場では、日払いに改めるにあたって、定員の考え方を柔軟化するとし

ていますが、個室であるグループホーム等では、定員は柔軟にはなりません。グループホ

ーム等では、入居者がいても居なくても、食事の提供をはじめサービスを提供できる体制

は維持し続けているので、日払いとなると、大きな打撃を受けることとなります。また、

入院するとなると、病院から付き添いを求められることも多く、また、入院生活に必要な

身の回り品の買い物や洗濯、病院との入院中の処遇の折衝などが必要になってきます。環

境が変わってしまうことのとまどい、入院生活への不安、同室の患者さんとのトラブルや、

病院スタッフとのトラブルへの対応などが必要になることもあります。病院で付き添いつ

つ、グループホームを維持するという大変厳しい状態となります。人手が多く必要になる

のに、日払いだと入院していてグループホームには居ないということで給付はなくなって

しまいます。

　特に、精神科入院については、病院との連絡、定期的な面会、入院中の家族との連絡調

整、退院へ向けての調整など業務は多岐にわたります。グループホーム側の動きがあれば、

本人の症状の落ち着きも早く、グループホームでの暮らしの再開が楽になります。

　入院が長期化したり、入退院を繰り返す状態になると、グループホームの運営は厳しい

状態に追い込まれてしまいます。入院中にグループホームを退居することになると、退院

しても居住の場がなく、新たな社会的入院を生み出しかねません。

 入退院を繰り返す様な精神障害者の入居が困難な仕組みで本当に退院は促進できるので

しょうか。

（４）サービスの質の確保について

　　サービスの質を確保するために、サービス管理責任者をおくこと、個別支援計画の策

定を義務化するとしています。また、個別支援計画は初期状態像の把握、到達目標の設定、

目標を達成するためのプログラムの作成、継続的評価という内容になっています。

　グループホーム等は、あくまでも一人一人の暮らしの場であり、到達目標の設定や、目

標達成のためのプログラムの作成などは基本的には必要ありません。一人一人の入居者が

主体となる暮らしを継続するために、アセスメントや個別支援計画は必要ですが、部会資

料で示された個別支援計画では、グループホーム等は訓練の場となってしまいます。

　また、サービスの管理責任者が、入居者の管理者とならないようにしなければなりませ

ん。その意味でもグループホーム等における管理責任者は大変重要です。管理責任者は原

則専任とし、資格を定め、研修を義務づけるべきです。
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 （５）ホームヘルパーの利用について

　グループホーム・ケアホームの入居者へのホームヘルパーの派遣については、「グルー

プホーム事業者の外部委託によりサービスを利用」としており、現在の入居者個人へのホ

ームヘルパー派遣ではなく、グループホーム等の事業者が受け取る報酬の中から事業者が

外部委託という形にするとしています。

　現行のグループホーム制度は、入居者の必要な援助内容にもとづいた適正な人の配置と

それに見合う補助がなされているとはいえません。そのため、グループホーム制度だけで

は多くの援助を必要とする人は、生活が成り立たず、グループホームよりコストの高いホ

ームヘルパーに依存せざるを得ない状況を生み出しています。この状態は放置しておくべ

きではないと考えます。

　新制度でグループホーム等への報酬が各入居者の必要な援助を行える人員配置を可能に

する金額になっているなら、外部委託という考え方も理解できます。しかし、グループホ

ーム等の報酬額が入居者の必要な援助に対応できる額にならないまま、ホームヘルパーの

派遣ができない仕組みにしてしまったら、現にホームヘルパーを使って生活している入居

者の暮らしが成り立たなくなってしまいます。グループホーム等の人員基準、報酬体系が

援助に必要な額を確保できるかどうか確証がない現状では、入居者へのホームヘルパーの

派遣ができなくなる制度にすべきではないと考えます。

　また、グループホーム等は暮らしの場であり、夜間と土、日にサービス提供を行うとさ

れていますが、現実的には、平日の日中グループホームで援助を必要とする場合もありま

す。このような場合は、外部委託ではなく（委託の範疇外です）ホームヘルパー制度を利

用できるようにすべきです。

　４～５名の入居者に対し、１人の世話人が配置されているグループホームで、個人の外

出への対応は不可能です。ガイドヘルパー、行動援護の利用は新制度でも確実にできるよ

うにすべきです。

（６）定率負担について

　グループホーム入居者にとっての定率負担の問題点については今まで述べてきたとおり

で、多くの課題が残っています。

　工賃等の収入については１５％を収入とし、その他の収入については５０％を収入とす

るとしていますが、生活費が不足し、不足分を補っている家族からの仕送りもその他の収

入とされ、仕送り額の中から負担金を支払うこととなります。不足分を補っている仕送り

を収入として見なし、そこから負担金を徴収するのは、あまりにも過酷です。

（７） 20 才未満の入居者の個別減免について

　20 才未満のグループホーム等の入居者の個別減免については、負担上限額の世帯の考

え方以外は 20 才以上の入居者と同様の本人の収入と資産にもとづいて個別減免が行われ

ると理解してよろしいのでしょうか？
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（８）グループホームは一人一人独立した暮らし

　前回の衆議院厚生労働委員会での生活費に関するやりとりで塩田部長は「グループホー

ムと施設については、複数の人が暮らしているということで、複数の世帯の数値を用いた

ということでございます。」と答弁しています。尾辻厚生労働大臣も同様の内容の答弁を

しています。

　家族 4 人で暮らす場合の支出の仕方と、グループホーム入居者 4 人の支出の仕方は全く

異なります。そもそもお財布は別々ですし、自分のお金が足りなくなったから、他の入居

者からもらうということはあり得ません。一人がお金を多く使ったから、みんなで節約す

るという関係でもありません。国民健康保険料など、支払う費用はちゃんと一人 1 世帯で

あり、一人一人保険料を支払っています。

　また、4 人家族と 4 人のグループホームで比べて考えてみても、必要な部屋数も、家の

大きさも異なってきます。ですから、当然、家賃も光熱費も異なってきます。　グループ

ホームでは一人一人が独立した生活を営んでいますし、そうあるべきです。

（９）食事提供について応諾義務を課すべきです。

　グループホーム等における食事提供は、食生活の管理が不得手である知的障害者や精神

障害者が地域生活を送る上で重要なサービスです。、食事提供は事業者の「任意」とする

べきではなく、応諾義務とすべきです。

（１０）多くの援助を必要とする「軽度」障害者がいます。

　IQ を中心とする判定や、要介護度を中心にした障害程度区分の認定調査では「軽度」

となる知的障害者の中に、対人関係や、社会とのトラブルなどにより多くの援助を必要と

する人たちがいます。このような援助の必要性も含めた障害程度区分の尺度をつくること

が必要ですが、それができるまでの間は、２次審査でこれらの援助の必要性を判断するし

かありません。審査会の委員の中に知的障害の生活と援助の必要性を十分に理解している

人を必ず入れるべきです。


